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                                       要約 

 日本の不登校の問題を考える上で，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。筆

者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 2002 年ま

で，および 2011 年は ERIC および PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)の，2003 年から

2010 年までは PsycInfo の，2013 年と 2014 年は ERIC の，さらに 2015 年からは ERIC および

PsycInfo の不登校との関連が考えられるキーワード school attendance，school dropout，school 

phobia ，school refusal を持つ文献を分類してきている。その基礎研究としての継続研究として

2025 年は ERIC および APA PsycInfo の文献 44 件について取り上げ分類し検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance, school dropout, school phobia, school refusal 

をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順別に分

類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではなく世界

の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味があると考え，1991 年か

らそれぞれの年の文献についての基礎研究としての継続研究を行ってきた(1992b,1993,1994, 

1995,1996,1997,1998,1999,2000,2001,2002,2003,2004,2005,2006,2007,2008,2009,2010,2011,2012, 

2013,2014,2015,2016,2017,2018,2020a,2020b,2021,2022,2023,2024,2025)。 

 本研究は，2025 年の文献についての基礎研究としての継続研究である。ERIC データベース

は 2003 年以降，データベースの検索方法を変更していたため，2003 年以降の文献については，

年毎の検索ができなくなっていたが，2011 年途中に確認をしたところ年毎の検索が利用可能に

なっていた。  

  一方，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycInfo データベース)は，2013 年 11 月末に日本国

内の個人利用者へのデータベースサービスが終了し，2013 年 12 月以降は大学などの専門機関

施設内での利用となっていた。2015 年 7 月以降に，学術認証フェデレーション(GakuNin)に参

加している鳴門教育大学を含む多くの大学関係者等は学外からの学術情報の EBSCO 経由によ

る検索が可能となり現在に至っている。 



 今回の研究では，ERIC および EBSCO 経由 APA PsycInfo データベースを用い，インターネ

ット経由での文献検索を行った。これらの中から不登校との関連が考えられるものについて，

キーワード毎に分類した。筆者の作業(1992a)に続くこの継続研究は，今回で 35 年目に当たる

が，同一規準での作業をし，世界での傾向を把握する基礎研究の 2025 年分である。 

 2025 年の ERIC では，school attendance に関する文献が 68 件，school dropout に関する文献

が 40 件，school phobia に関する文献が 4 件，school refusal に関する文献が 8 件であった。一方，

APA PsycInfo では，school attendance に関する文献が 118 件，school dropout に関する文献が 93

件，school phobia に関する文献が 29 件，school refusal に関する文献は 35 件であった。 

 なお，これらのキーワードと 2020 年から急増した COVID-19 とをキーワードとする文献は，

ERIC では，school attendance に関する文献が 10 件，school dropout に関する文献が 5 件，school 

phobia に関する文献が 1 件，school refusal に関する文献が 0 件，APA PsycInfo では，school 

attendance に関する文献が 8 件，school dropout に関する文献が 8 件，school phobia に関する文

献が 1 件，school refusal に関する文献が 1 件であった。 

  ERICおよびAPA PsycInfoの 395件の文献の中で不登校との関連が考えられる 44件について，

キーワード毎に分類し，研究の概観をする。 

 

 Ⅱ キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は，2026 年 5 月末現在，ERIC および APA PsycInfo において検索し，

不登校との関連が考えられる 2025 年分として収録されている文献である。日本の幼稚園・保育

所から高等学校に相当する学年までの不登校との関連が考えられる文献を取り扱っている。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  school attendance をキーワードに持つ文献は 186 件であり，さらに COVID-19 に関連するもの

は 18 件である。これらのうち，関連の考えられる 12 件について概観することにする。ERIC

では 68 件のうち 5 件，APA PsycInfo では，118 件のうち 7 件を取り上げる。国別では，英国

が 3 件(うち，COVID-19 が 1 件・dropout と重複)，オーストラリアが 2 件(うち COVID-19 が 1

件)，アメリカ合衆国が 2 件，南アフリカが 1 件，カナダが 1 件，ドイツが 1 件，フィンランド

が 1 件，デンマークが 1 件である。 

 Adams ら(2025)によれば，自閉症児は就学前であっても不安を経験する可能性が高くなる。

自閉症児への不安の介入を評価する研究は，家庭または地域社会の環境に焦点を当てる傾向が

あり，ここでは，先行研究を拡張して，自閉症就学前児の不安に対する親を介した介入が，そ

の後の学校の不安や登校に影響を及ぼすかどうかを評価している。ここでのデータは，自閉症

就学前児の不安を軽減および，または予防するようにデザインされた自閉症特有の不安対応プ

ログラム CLK-CUES のランダム化比較試験から得られた。比較試験では，グループの試験前後

の不安指標に加えて，子どもが就学した 1 年後の親と教師からのデータも含まれていた。教師

が報告した学校の不安と親が報告した登校データは，オーストラリアの 15 件の CLK-CUES 群



と 13 件のコントロール群で利用できた。結果として，親が CLK-CUES を受けた子どもは，コ

ントロール群よりも学校での分離不安のレベルが低く，不登校率が有意に低かった。これは主

に，登校拒否と不安による欠席日数に群間で有意差があったことによるものである。これらの

ことから，この自閉症特有の不安対応プログラムは，自閉症の幼児の登校不安を軽減し，登校

を支援する上で有望であると考えられるが，対象数が少ないので，より大規模なサンプルと長

期にわたる追跡調査による更なる研究が必要であると考えられる(PA)。 

 Onslow ら(2025)によれば，ここでの体系的な文献の概観が，子どもが就学に対する情緒的障

壁(EBSA)に遭遇した際の親の経験に関する研究の概要を示すものである。体系的レビューと

メタアナリシス(PRISMA)の推奨報告項目ガイドラインに基づき，2023 年 9 月から 12 月にかけ

てデータベース検索を実施している。9 件の研究が包含基準と品質評価を満たしていた。デー

タはテーマ別統合を用いて分析され，データには肯定的な経験と否定的な経験のスペクトルが

含まれていた。研究から 5 つの分析テーマが生成された。子どものニーズに対する理解度，親

と学校の関わり方，個別支援の可能性，EBSA の原因が複雑で多岐にわたること，家族へのプ

レッシャーであった。この概観では，EBSA の概念化をより明確に理解する必要性を強調して

いた。家庭と学校の間の不一致が協力を妨げ，親が助けを求めても責められ，耳を傾けてもら

えないと感じてしまう可能性があるからである。その結果，家族はより大きなプレッシャーに

直面し，明確で一貫した支援経路の欠如によって状況はさらに悪化している。ここでは，2023

年 9 月から 12 月の期間という限定的な期間での 9 件の概観であるので，同じ手法でのその後の

継続研究があれば，目を向けていきたい(PA)。 

 Stephen ら(2025)は，COVID-19 パンデミック以降，多くの国々で高水準の不登校が続いてい

るので，英国のデータを用いて，パンデミック中の地域の保健・社会規制が生徒の不登校率に

どのような影響を与えたか，生徒の不登校が後年の登校や学業の進歩に因果関係があったかど

うかを調査している。その結果，規制が厳しかった当時は不登校率が上昇し，恵まれない地域

や社会経済的状況の低い集団で大きな影響があったことが示された。パンデミック中の不登校

は，その後の数年間の登校率と学業成績の低下を引き起こしていた。これらのエビデンスは，

持続的な影響が，生徒の登校に対する保護者と生徒の態度の変化によって引き起こされたもの

であり，COVID-19 感染者と接触した際に自宅待機を強いる規則によるものではないことを示

している。今後の継続研究にも目を向けていきたい。なお，本文献は全文の閲覧が可能である

(ERIC)。 

 Glenn ら(2025)によれば，オーストラリア教育研究機構(AEDOR)から委託され，登校の障壁

と生徒の欠席理由に関する，2020 年 1 月から 2023 年 6 月までの査読済み文献の概観の結果を

報告書としてまとめている。子どもが学校に通うか欠席するかは，さまざまな要因によって左

右される。この概観を構成するために，Bronfenbrenner の生物生態学的システム理論によるモ

デルに基づく「Kids and Teens at School（学校における子どもとティーンズ）」フレームワーク

(Melvin ら,2019）に基づいて構成され，青年男女の発達に影響を与える様々なシステムにおけ



る，不登校の障壁と理由に関するエビデンスの強さについて議論している。教師と生徒の支援

不足，学校での不安感(いじめの被害を含む），学力の低さ，特別な学習ニーズが，学校に起因

する就学の主要な障壁となっているというエビデンスの強さを浮き彫りにしている。さらに，

健康状態の悪さ，精神状態，幼少期の不利な経験，生徒の年齢が，就学に影響を与える要因と

して特定されている。また，経済的困窮と親の教育水準の低さが，高い欠席率と関連している

というエビデンスも強調されている。これらの課題に直面している生徒には，就学に影響を与

える特定のニーズがあることを示唆している。なお，本文献は全文の閲覧が可能である(ERIC)。 

 Goddings ら(2025)によれば，英国では 2020 年の COVID-19 パンデミック後にポスト COVID

状態(PCC)が出現し，影響を受けた患者を管理する迅速なサービスの開発が必要であったので，

2020 年 6 月から 2022 年 8 月の間に 1 つの専門の三次サービスに紹介された PCC 関連症状のあ

る児童青年の人口統計，病歴，管理，6 か月間の転帰について，調査研究を行っている。デー

タは，紹介情報と医療記録から遡及的に収集され，その結果，6〜18 歳の 176 人の患者(61％が

女性)が紹介され，平均 8.2の PCC関連症状が機能面(97%)と登校面(86%)に影響を与えていた。

10%の患者は自閉スペクトラム症と診断され，全国の有病率の 2%を上回っていたが，アトピー

とメンタルヘルスの割合は全国の有病率と同様であった。59%の患者は，医療専門家からの情

報提供を受けて，専門の三次診療所で臨床医によって管理された。6 か月後の評価では，73 

人中 40 人が日常生活機能の改善を報告し，73 人中 30 人が変化なし，73 人中 3 人が機能低下

を報告した。6 か月間で 67 人中 43 人の登校率が向上し，67 人中 12 人が変化なし，67 人中 4 

人が登校率の低下を報告していた。PCC 関連の専門医の診察を受けた患者は，重大な機能障害

があり，教育を受けるのに課題があり，専門医の診察を受けた患者の半数以上は 6 か月間で機

能改善が見られ，登校率も向上したが，一部の患者群では症状が持続していた。サービスモデ

ルがこの複雑な患者群全体に有益であることを示唆しているが，一部の患者にはより長い介入

のためのリソースを割り当てる必要があった。症状の発現と症状経過のばらつきを理解するに

は，さらなる研究が必要であると考えられる。dropout と重複している(PA)。 

 Viome ら(2025)によれば，南アフリカ基礎教育省は，小学校就学年齢の児童の 99%が就学し

ているが，中学校への就学率はまだ十分とは言えず，中学校への就学率の低さは，貧困と失業

の一因となっている。南アフリカの中等教育年齢の学習者の就学に関連する社会人口統計学的

要素を調査研究している。定量的研究アプローチと横断的研究デザインを用い，実証主義研究

パラダイムを適用し，2019 年一般世帯調査データ(全国代表調査)を使用している。理論的枠組

みとして家族社会化理論と家計生産枠組みを用い，記述分析とクロス集計を実施し，χ二乗検

定を用いて就学と学習者の特性との関連性を測定している。ロジスティック回帰分析を行い，

就学に関連する要因を探索している。結果によれば，家族社会化理論と家計生産枠組みの主張

と一致していた。全体の就学率は 93.5%であったが，高学年の学習者の就学率は有意に低いこ

とが示された。世帯主の学歴が高いほど，就学率が高く，世帯主が中等教育を修了した場合，

就学率のオッズは未就学世帯の 4 倍に増加していた(オッズ比 4.1,p<0.001）。カラード(有色人



種)であること，大家族であること，孤児であること，低所得世帯に居住していることは，就学

率の低下と関連していた。南アフリカの人々の就学率向上のため，学年相応の年齢に達してい

ない生徒，カラード(有色人種)，貧困または教育水準の低い家庭環境にある生徒を対象に，条

件付き現金給付による支援を行うことを推奨している。なお，本文献は全文の閲覧が可能であ

る(ERIC)。 

 Rogers ら(2025)によれば，慢性的な長期欠席は，発達段階を問わず，子どもや若者の健康や

社会への悪影響と関連している。ここでは，カナダ放送協会が 2024 年に発表した，COVID-19

の前，中，後のカナダにおける欠席率に関するデータを分析した。カナダ全土の都市部および

地方の公立学校に通う 74 万人以上の児童を代表する，合計 11 地域のデータが分析された。ノ

ンパラメトリック検定で COVID-19 前後の欠席率を比較し，学校閉鎖期間との相関も調査研究

している。データの傾向から，小学生の平均慢性欠席率は COVID-19 前から後にかけて大幅に

増加したが，中学生の増加はそれほど顕著ではなかったことが示されている。パンデミックを

通じて学校閉鎖が多かった地域に住む小学生は，パンデミック後の慢性欠席率が高くなってい

るようであるが，この傾向は中学生では見られなかった。これらの結果は探索的な性質のもの

であるが，特に小学生の子どもたちは，成長するにつれて欠席のリスクが高まる可能性がある

ことを示唆し，これらの結果から，欠席に関する既存の文献，カナダの COVID-19 パンデミッ

クへの対応，そして世界的な状況を踏まえて考察をしようとしている(PA)。 

 Enderle(2025)によれば，登校は，若者の学業成績，幸福，長期的な社会参加にとって極めて

重要である。社会的，情緒的，行動上の困難(SEBD)を抱える生徒は，自身と環境との相互作

用から生じる，あるいはそれらに影響を与える課題を経験することがよくある。これらの経験

は，精神衛生上のリスクや欠席につながる可能性がある。ドイツのある都市の 15～16 歳の生徒

8 人の視点から，SEBD に関連する登校上の問題(SAP)を克服するための課題と支援要因を理解

することを目的として研究を行っている。事例指向型および事例横断型の質的内容分析を用い

て，生徒の経験での多様性と共通点を捉えている。レジリエンスに基づく生物生態学的枠組み

を用いて，個人の特性，プロセス，文脈的影響の複雑な相互作用が，登校のリスクまたは肯定

的な経路を生み出す様子をモデル化している。生徒の語りから，登校の障壁となった複雑な情

緒的，行動的，社会的，学業的ニーズが明らかになった。すべての事例を通して，7 つの主要

な支援要因からなる 3 つのテーマ，支援的な人間関係，学習環境の調整，生徒が登校上の問題

(SAP)を克服する上で役立つ個人的リソースの役割が浮かび上がった。問題中心の視点から強

みに焦点を当てることで，複数のシステムで見られる保護的・促進的要因とプロセスが，逆境

を経験した若者の登校率と精神的健康をどのように向上させるかについての理解を深めている。

学校および心理社会的支援システムにおいて，状況に応じた包括的かつニーズに基づいた予防

策を策定する際に，生徒の声を取り入れることの重要性を強調している。対象生徒 8 人による

研究であるが，統計的な研究ではない視点として取り上げた(PA)。 

 Yongmei ら(2025)は，アメリカ合衆国のチャータースクールへの通学が生徒の卒業の可能性



に影響を与え，多様な背景を持つ生徒間の公平性に影響を与えるかどうかを検証することを目

的に，2011 年度から 2017 年度の間に 9 年生に進級したユタ州の公立高校の 7 つのコホートの

生徒レベルの縦断的データを用いて，調査研究を行っている。分析の結果，チャータースクー

ルに通う生徒は，従来の公立高校に通う生徒よりも卒業の可能性が低かったが，この差は時間

とともに縮小していた。チャータースクールへの通学が多様な背景を持つ生徒間の公平性を促

進するかどうかについては，分析結果から決定的な結論は得られなかった。学校の種類に関わ

らず，すべての生徒の成功を支援する効果的かつ公平な教育システムを構築することが不可欠

であると考えられる。なお，本文献は全文の閲覧が可能である(ERIC)。 

 Langenskiöld ら(2025)によれば，登校上の問題(SAP)は，さまざまな原因，症状，および持

続要因を伴う異質な臨床現象である。認知行動療法に基づく既存の介入マニュアルのほとんど

は，特定のタイプの SAP に特化している。この異質性のため，単一のマニュアルで SAP の全

スペクトルに対処するために，トランス診断的介入が推奨されている。フィンランドの状況で

の SAP に対するトランス診断的かつモジュール式の認知行動療法介入である

Back2School(B2S)の実現可能性を評価することを目的とて研究を行っている。対象者は，B2S

介入のトレーニングを受けた 5 人の臨床医に割り当てられた 16 家族で構成されていた。対象者

の特性，データ収集手順と結果指標，治療満足度，受容性，研究手順，治療効果の 5 つの異な

るパラメータを評価した。結果は，治療後に登校が増加したが，追跡調査では介入前のレベル

まで減少したことを示していた。一方でデータは，すべての回答者グループで高い治療満足度

を示していた。フィンランドにおける SAP 治療のためのランダム化比較試験において B2S を

評価できるようにするため，データ収集手順と被験者募集プロセスにいくつかの変更を加える

ことが考えられ，更に多くの対象者による継続研究にも目を向けていきたい(PA)。 

   Yue ら(2025)によれば，ミネソタ州では，教育ネグレクトが州法の下で児童虐待の一形態と

して扱われているため，ミネソタ州のいくつかの郡では，予防と早期介入，郡と学校間のサー

ビス調整を通じて登校問題に積極的に対処し，児童保護との不必要な関わりを避けることを目

的とした家族中心の支援戦略を実施している。現在の評価プロジェクトは，ミネソタ州の特定

の郡（アノカ，オルムステッド，スコット，ワシントン，ライト）が児童保護システムの外で

登校の課題に直面している家族をどのように支援しているかを調査することを目的としている。

このプロジェクトは，これらの支援戦略が教育ネグレクトを経験している家族に役立つかどう

かを評価し，この分野の実践と政策の両方を強化する機会を特定しようとしている。2023 年か

ら 2025 年にかけて，この評価では，文献レビュー，プログラムスタッフがサービスを受けた家

族について記入したオンラインサービス追跡フォーム，家族とのオンライン調査とフォローア

ップインタビュー，教職員へのインタビュー，家族との共同解釈セッションまたはデータウォ

ーク，郡プログラムスタッフとの共同解釈セッションなど，複数の方法と情報源を使用して情

報を収集している。支援対象者，就学を妨げる障壁，支援プログラムから家族が受けたサービ

ス，そしてプログラムの成果に対する認識と経験を理解することを目的に調査研究を行ってい



る。調査結果は，学区全体におけるサービス調整と政策決定に役立てることを意図している。

評価結果によると，これらの支援プログラムに参加している家族は，就学問題につながる相互

に関連した課題に直面することが多いことが分かった。これらの課題は，多様な学校経験やプ

ログラムサービスの提供方法と相まって，家族が支援活動にどのように関わり，どのような成

果を経験するかに影響を与えていると考えられる。本文献は全文の閲覧が可能である（ERIC）。 

 Jakobsen ら(2025)は，登校問題(SAP)を抱える若者に対する認知行動療法(CBT)に関するエ

ビデンスを統合した PsycINFO，PubMed，ERIC，Scopus の各データベースを 1985 年から 2024

年まで検索し，SAP に焦点を当てた CBT を評価したランダム化比較試験(RCT)，非 RCT，オ

ープン試験(OT)を抽出している。データはナラティブおよびメタアナリシスによって統合し，

4 件の RCT と 11 件の OT が適格基準を満たし，932 人のデンマークの若者を対象とている。メ

タアナリシスでは，登校(g = 1.02），不安(g = – 0.57），抑うつ（g = – 0.66），行動上の問題

（g = – 0.40）について，介入前後の非制御効果は小から大であり，追跡調査でも維持されてい

たことが明らかになった。対照群と比較すると，CBT は登校率に中程度の効果（g = 0.44）を

示したが，不安(g = – 0.09)と抑うつ(g = – 0.14)には有意な効果は認められなかった。これらの

結果から，SAP に焦点を当てた CBT の有効性を示唆するものの，研究の異質性，バイアスリ

スク，方法論上の限界，一貫性のないアウトカム指標によってエビデンスは限定的であり，さ

らなるRCTの必要性が浮き彫りになり，同様の方法であるので，今後も注視していきたい(PA)。 

 

 ２ school dropout に関する研究の概観 

  school dropout をキーワードに持つ文献は 133 件であり，さらに COVID-19 に関連するものは

13 件である。これらのうち，関連の考えられる 11 件について概観することにする。ERIC では 

40 件のうち 6 件，APA PsycInfo では 93 件のうち 5 件を取り上げる。国別では，南アフリカが

2 件(うち，COVID-19 が 1 件)，アメリカ合衆国が 2 件，ミャンマーが 1 件，大韓民国が 1 件，

パキスタンが 1 件，ケニアが 1 件，ウガンダが 1 件(COVID-19 が 1 件)，ネパールが 1 件，中

華人民共和国が 1 件である。 

 Makobo と Khashane(2025)によれば，COVID-19 の世界的な流行は，南アフリカの基礎教育

分野での不平等を深刻化させた。パンデミックは，生命を脅かすウイルスの蔓延を防ぎながら，

学習を促進するための仕組みを必要とした。教育と学習を継続するために，ローテーション制

の通学モデルが導入された。ローテーションの複雑さから，「取り残される子どもが一人もい

ない」という概念は依然として懸念事項となっていた。継続的な留年に伴う不必要な中途退学

を是正するため，カリキュラム支援による学習内容のギャップを埋めることを奨励する進級政

策が導入された。進級した学習者は，通常の授業時間外に追いつくプログラムを必要としてい

た。カリキュラム支援の提供を目的としたローテーション制の進級政策の実施への影響を探求

することを目的に研究を行っている。質的研究アプローチを用いて，ある中学校で 12 年生に進

級した学習者に対するカリキュラム支援に焦点を当てている。目的的サンプリングを用いて，5



人以上の進級した学習者を教室に受け入れる 6 人の教師が選出された。データは，文書分析と

個別の半構造化面接を通じて収集された。調査結果から，ローテーション学習が学習者の表現

力のギャップを生じさせていることが明らかになった。学習が進んだ生徒が新しい概念や新学

年のカリキュラムを習得できるよう，カリキュラム支援が必要であった。学習者への適切なカ

リキュラム支援には，教師の専門能力開発が不可欠であると結論づけられた。学習者の表現力

のギャップに対処するために，パンデミック中およびパンデミック後の進級政策の実施を再考

し，再構築する必要があると述べられている。なお，本文献は全文の閲覧が可能である(ERIC)。 

  Gavin.ら(2025)によれば，南アフリカは依然として高い中途退学率を特徴とし，COVID-19

パンデミックによって状況は悪化し，その結果，雇用機会の減少や不就学青年男女(OSY)に関

連するその他の社会的・健康上の悪影響が生じている。南アフリカのクワズール・ナタール州

で 2008 年に就学前児童を対象に開始された健康と心理社会的ニーズに関する縦断的疫学研究

である Asenze 研究から得られたデータにより，第 3 波(2019～2021 年)と第 4 波(2022 年)で収

集されたデータに基づいている。多重ロジスティック回帰モデルを用いて，個人，認知能力／

学力，世帯レベルの 3 つの変数セットと中途退学の可能性との独立した関連性を評価している。

第 4 波までに，サンプルの約 5%の 54 人が中等学校を修了する前に中途退学していた。中途退

学は，年齢の離れた性的関係にあること，子どもがいること，WHO 障害評価スケジュールの

スコアが低いことなど，個人的な要因と関連していた。評価された認知尺度のうち，計画能力

のみが中途退学と有意に関連していた。家庭の変数で同様の関連を示したものはなかった。妊

娠と育児の責任は，女性の中途退学の主な理由として挙げられており，南アフリカで実施され

た他の研究で把握された関連性を裏づけていた。学業成績の根底にある重要な構成要素の 1 つ

である認知と中途退学との関係は，南アフリカでは調査研究されたことがなかったとしている。

(PA)。 

 Chelsea と Sarah(2025)によれば，児童期の逆境体験(ACE)と高等学校中途退学との関係での

行動健康上の問題の役割について，Panel Study of Income Dynamics(2013)とその 2014 年

Childhood Retrospective Circumstances Study 補足資料のデータを用いて，媒介パス分析を行い，

累積的な ACE が青年期の抑うつ状態，不安，薬物使用を介して高等学校中途退学に直接的，間

接的に及ぼす影響について調査研究を行っている。結果として，ACE をより多く経験すること

は，抑うつ状態，不安，薬物使用と関連していた。抑うつ状態と薬物使用のみが高等学校中途

退学と関連していた。ACE の増加と高等学校中途退学の間には有意な直接的影響があり，抑う

つ状態と薬物使用を介した有意な間接的影響があったが，不安には影響がなかった。結論とし

て，ACE の長期的影響に対処するための青年期の行動健康介入は，学業成績の向上にも役立つ

可能性があると考えられる。学校を拠点とした介入，特にトラウマに配慮した学校の枠組みに

沿った介入，養護教諭を含む様々な学校職員の関与を検討すべきであり，ACE の一次予防を目

的とした地域レベル，政策レベルの介入も必要であると考えられる(ERIC)。 

 Nyakato と Kools(2025)によれば，アフリカ社会は伝統的に共同体による子育てを受け入れて



おり，子どもの幸福に対する共同責任は家族の絆を超えている。南部アフリカのウブントゥ哲

学と「子どもを育てるには村全体が必要だ」ということわざに根ざしたこの精神は，10 代の妊

娠，セクハラ，暴力といった課題への対処や女子教育の促進にも依然として関連している。2022

年 5 月から 6 月にかけてウガンダ南西部で実施されたこの研究は，COVID-19 によるロックダ

ウン中に急増した 10 代の妊娠を背景に，これらの問題を 13～22 歳の青年期の母親 77 人を含む

143 人が参加した調査研究を行っている。10 代の母親の経験では，裏切りが中心的なテーマと

して浮かび上がり，それは中途退学，強制結婚，遺棄に反映されている。10 代の妊娠は，家族

間の緊張，子ども時代の機会の喪失，永続的な羞恥心と非難をもたらした。未婚の 10 代の母親

は，根深い被害意識に直面し，ジェンダーに基づく暴力が蔓延し，教育や自己成長への意欲が

阻害されている。調査結果は，これらの課題に対処するために，コミュニティの責任を再活性

化することの重要性を強調している。ウブントゥ(共同体によるケア)と共同ケアを強化するこ

とで，10 代の妊娠がもたらす社会経済的・心理的影響を軽減し，女子の教育を支援し，コミュ

ニティにおけるジェンダー平等を促進することができるとしている。10 代の妊娠などの問題が

依然として存在している(PA)。 

 Chaw と Jeffrey(2025)は，ミャンマーの高等学校中途退学者で英語学習を継続している生徒

の自己決定理論（SDT）に基づく動機づけの役割を検証している。具体的には，根底にある動

機づけ要因と，それらが生徒の EFL(English as a Foreign Language)学習への関与に与える影響を

探求している。様々な都市の EFL センターに通学した，または現在通学しているミャンマーの

高等学校中途退学者 9 名を対象としている。データは，生徒の英語学習経験に焦点を当て，オ

ンラインと対面面接を通じて収集された。調査結果によると，EFL 学習への動機づけは，内な

るひらめき，機会への扉，正規教育における勢いの喪失に加え，SDT の要素である目的のある

進路の追求，成長によるエンパワーメント，つながり，そして向上心を広げることによって推

進されていることが示された。また，生徒は学習において高い自律的動機づけを示し，以前の

教育経験と比較してより強い社会的関与を育んでいることも示唆されている。さらに，進学意

欲の高い生徒もいれば，地域社会に貢献したいという強い願望を示す生徒もいる。全体として，

ミャンマーの高等学校中途退学者が，個人的な目標を達成するためと社会に貢献するため，英

語学習への意欲を示している。これらの生徒の自律的な学習スタイルに合わせた，社会文化的，

メタ認知的，テクノロジーを活用した指導アプローチの必要性を強調している。対象者が 9 名

と少ないが，ミャンマーのケースとして取り上げた。本文献は全文の閲覧が可能である(ERIC)。 

 Lenhoff(2025)によれば，生徒の登校頻度は，生徒の幸福度を示す強力な指標であり，学校で

の将来の成功を予測する強力な指標で，これまでの研究から，生徒の高い不登校率に影響する

学校内外の無数の要因が明らかにされており，その多くは貧困や学習意欲の喪失という根本原

因から生じている。COVID-19 パンデミック中のオンライン学習への移行は，これまでの登校

障壁を壊し，新たな障壁を生み出した可能性があると考えられる。ここでの逐次的説明的混合

研究は，2020 年度のデトロイトの生徒の不登校率を調査研究している。行政データを用いて登



校パターンの変化の有無とその変化方法を明らかにし，家族調査と面接データを結び付けてそ

れらのパターンを論じている。生徒の 70%が慢性的に欠席しており，保護者の 40%がコンピュ

ータの問題が欠席の原因であると報告している。社会経済的弱者やコンピュータ・インターネ

ットの問題は登校率の低下や慢性的な欠席の可能性の上昇と関連していたが，パンデミック中

の困難の程度は関連していなかった。テクノロジーへの多額の投資にもかかわらず，学区の生

徒の関与を促す戦略は，経済的困難とオンライン学習の新たな課題を克服するには不十分であ

ったとしている。2026 年の現在でも，課題として存在していると考えている(PA)。 

 Hyojin ら(2025)によれば，韓国の中途退学者のキャリア障壁(CB)の軌跡の経時的変化を明ら

かにし，CB 軌跡に基づいて分類できるグループの数を特定することを目的に研究を行ってい

る。ここでは，韓国国立青少年政策研究院の中途退学者に関する 3 年間のパネルデータを分析

している。このデータは，中学生(12～14 歳)と高校生(14～17 歳)を対象としている。合計 656

人の青年男女が参加し，内訳は男性 385 人(58.7%)，女性 271 人(41.3%)であった。潜在成長モ

デルを用いて潜在クラス成長分析を行い，CB 軌跡を分類し，ロジスティック回帰分析を用い

て影響要因を特定した。具体的には，参加者の 6.6%，15.7%，22.9%，54.9%が，「低レベル増

加」，「低レベル減少」，「高レベル増加」，「中レベル維持」の 4 つのグループに分類され

た。自尊心，親子関係，生活満足度，抑うつ，キャリア探索行動が，これらのグループの分類

に有意な影響を与えていた。理論的および臨床的な意義と限界について考察している(ERIC)。 

 Alvina と Saima(2025)によれば，パキスタンにおける早期の中途退学に関連する供給側およ

び需要側の要因を特定するために，Cox 比例ハザードモデルを適用して調査研究を行っている。

ハザード比は，5 歳から 17 歳までの子どもに関する MICS6 データを用いて算出された。個人，

集団，社会の要因に加え，学業成績，準備状況，学校属性の役割についても検討している。児

童労働，貧困，認知機能および機能障害は，高等教育への移行を阻害する大きな要因であるこ

とが示された。宿題の規則性，教師からのフィードバック，学校運営委員会の存在，活発な保

護者と教師の連携といった投入指標，および学習スコアとして測定される産出指標は，中途退

学の減少に有意な関連性があることが示された。また，幼児期の準備状況，より良い学校イン

フラ，学業成績，高等教育への準備状況，高等教育機関の利用可能性は，中途退学のリスクを

大幅に低減することも明らかになった。特に貧困地域における教育達成のためのバウチャー制

度は，学校への定着率向上に重要な役割を果たす可能性がある。「教育へのアクセス」という

基本原則は，学習成果を向上させるために「質の高い教育」へと優先されるべきであり，子ど

もの発達に適した家庭環境を整えるためには，保護者の関与と学校運営体制を強化する必要が

あると考えられる(ERIC)。 

 Nepali(2025)は，ネパールのホームレスの若者を支援し，中途退学を防ぐ上でのコミュニテ

ィチュータリングプログラムの役割を探るため，カトマンズとその周辺の都市部にある 6 つの

コミュニティ学習センターから，生徒 25 名とチューター15 名を対象に混合研究法による研究

を行っている。参加者は，ホームレスまたは中途退学の危険性がある 12～18 歳の生徒と，少な



くとも 6 ヶ月の経験を持つチューターを含む，意図的サンプリングによって選ばれている。定

量的データは，チュータリング開始前と 3 ヶ月後の登校状況，学業成績，中途退学リスクに関

する学校記録から収集されている。定性的データは，生徒とチューターとの半構造化面接とフ

ォーカスグループディスカッションを通じて収集され，経験とプログラムの影響を理解するた

めに用いられた。結果によれば，平均成績が 58.7 から 69.2 に上昇し，週の登校率が 62.3%から

81.6%に向上し，中途退学リスクが 20%から 4%に減少したことを示していた。メンターシップ，

精神的なサポート，柔軟な学習方法，そして学校，家族，ボランティアとの連携が，成功に大

きく貢献した重要な要素であった。これらのことから，コミュニティによる個別指導が学業面

と心理社会面の両方のサポートを提供し，ホームレスの若者が学校に通い続け，自信をつけ，

社会的に受け入れられていると感じられるようにするのに役立つことが明らかになった。更な

るサポートには，家族の関与を強化し，長期的なサポートを提供し，トラウマに配慮した社会

情緒的教育に関する研修をチューターに実施する必要があると考えられる(PA)。 

  Yi ら(2025)によれば，否定的な人生での出来事が内向的および外向的な問題行動を通じて

中途退学傾向にどのように影響するかを探求し，特に，否定的な人生での出来事と内向的／外

向的な問題行動との関係における学業成績帰属傾向の調整効果に焦点を当てることを目的に研

究を行っている。中国の中学校および職業高校の生徒 1,012 人を対象に構造式モデリングを用

いて分析を行っている。(1)否定的な人生での出来事は中途退学傾向に直接的な影響を与えなか

った，(2)内向的／外向的な問題行動は，否定的な人生での出来事と中途退学傾向との関係を完

全に媒介した，(3)学業成績に対する外向的帰属が高いほど，否定的な人生での出来事と内向的

行動との関連性が強まり，学業成績に対する外向的帰属が低いほど，外向的行動への影響が悪

化した，という 3 つの結果が得られた。これらの知見から，問題行動や中途退学リスクを軽減

するための教育的介入において，学業成績帰属傾向を考慮することが重要であると考えている

(PA)。 

  Cai ら(2025)によれば，女子の中途退学は，多くの新興地域において依然として喫緊の課題

であり，社会の進歩とジェンダー平等を阻害していると考え，情動的関与，認知的関与，生徒

の学業成績，女子の中途退学(FSD)との関連性を評価し，この重要な教育問題の根底にあるメ

カニズムに関する新たな知見を提供しようとしている。自己決定理論(SDT)を念頭に置き，主

要変数間の直接的および媒介的関係を評価するために，構造式モデル(SEM)を採用している。

研究の目的を達成するためのデータを提供するために，ケニアの女子生徒 430 人をサンプルと

して選定している。実証分析の結果，情動的関与と認知的関与は生徒の学業成績を大幅に向上

させ，FSD を減少させることが明らかになり，生徒の学業成績は重要な媒介変数として現れ，

関与の利点を目に見える教育的成果へと変換している。このトピックに関する議論を深めるた

めに統制変数を含め，その結果，親の教育レベルが FSD と生徒の学業成績に有意な影響を与え

ることが確認された。この研究の知見は自己決定理論(SDT)と合致しており，持続的な学業参

加を促進する上で，つながりや生徒の主体的な関与といった心理的ニーズを満たすことが不可



欠であることを示していた。理論的理解を深めるとともに，生徒，教師，政策立案者，教育関

係者が，教育への関与の欠如というジェンダー問題に取り組むための実践的な提案を提供して

いる(ERIC)。 

 

 3   school phobia に関する研究の概観 

  school phobia をキーワードに持つ文献は 33 件であり，さらに COVID-19 に関連するものは 2

件である。これらのうち，関連の考えられる 10 件について概観することにする。ERIC では 4

件のうち 1 件，APA PsycInfo では，29 件のうち 8 件を取り上げる。国別では，オーストラリア

が 4 件(school refusal3 件重複，うち COVID-19 も 2 件)，英国が 3 件(うち，COVID-19 も 1 件)，

アメリカ合衆国が 1 件(school attendance と重複，attendance で)，フィンランドとスウェーデン

が 1 件，フランスが 1 件，中華人民共和国が 1 件である。 

Rowe ら(2025)によれば，COVID-19 パンデミック中にオーストラリア政府が実施した学校閉

鎖は，生徒の社会的孤立につながった。この社会的孤立が社会不安を抱える青年男女の登校拒

否行動にどのような影響を与えたかについては，研究が不足していると考えられ，登校拒否が

青年男女の社会的・情緒的発達に重大な脅威を与え，継続的な精神衛生上の問題につながる可

能性があるため，懸念されている。ここでは，COVID-19 パンデミック以降の社会不安特性と

登校拒否との関連性を調査することを目的に研究を行っている。研究対象者は，中学生(男性

49.7%)の保護者 153 名であった。参加者はオンラインで募集され，改訂版保護者向け登校拒否

評価尺度，Spence 児童不安尺度の親対象社会恐怖症サブスケール，および COVID-19 パンデミ

ック以降の登校拒否に関する単項目レポートに回答した。結果から，社会不安特性の増加は，

登校拒否の増加と有意に関連しており(r=.64，p<.001），大きな効果 r2=.41 を示していた。社

会不安特性の増加は，COVID-19 パンデミック以降の登校拒否の増加と有意に関連していた

(p<.001，オッズ比 1.19（95%信頼区間 1.08，1.32）)。結論として，この研究の知見は，このコ

ホートを支援する臨床および学校ベースの介入と政策に情報を提供するものと考えられ，継続

研究があれば，目を向けていきたい(PA)。 

 Blackwell ら(2025)によれば，自閉スペクトラム症の子どもを育てている家族は，親の就労率

の低下に関連する低収入など，経済的プレッシャーを経験することが多い。文献では自閉スペ

クトラム症の子どもとその家族が直面する多くの学校での課題が特定されているものの，学校

における課題が親の就労に与える影響を分析したエビデンスは乏しいと考えている。ここでは，

イングランド，スコットランド，ウェールズに住む 19 の家族を対象に実施した詳細な面接の結

果を提示し，学校が親の有償就労に与える影響についての彼らの見解を検討している。学校の

支援と教職員の理解は，自閉スペクトラム症の子どもとその家族にとって非常に重要である。

学校の支援が不足すると，最終的には公式および非公式の学校からの除外や子どもの登校拒否

につながることが示された。学校のニーズが満たされないことのこれらの兆候は，親が頻繁に

就労の中断を経験し，仕事の賃金が失われるリスクという経済的プレッシャーと失われた労働



時間の埋め合わせなどの時間的プレッシャーの両方を悪化させることを意味していると考えら

れる。面接した家族が 19 と少ない研究であるが，日本でも考えられる事例あり，取り扱うこと

とした(PA)。 

 Caitlin と Aneeza(2025)によれば，COVID-19 パンデミックとその余波は，英国全土の小中学

校における高率の不登校の原因となっており，感情に基づく登校回避(EBSA)は，不登校増加

の一因となっていることが報告されている。この行動パターンが定着するのを防ぐには，早期

介入が必要であると考えられ，英国の小中学生の EBSA に対する学校と連携した効果的な介入

を特定することを目的として，系統的概観を行っている。英国の小中学生の登校を対象とする

介入に関する英文での査読済み文献のみを概観の対象とすることとを包括基準として規定して

いる。検索は，2024 年 6 月から 2024 年 8 月の ERIC，PsycInfo，Web of Science のデータベース

を用いて実施されている。データベース検索の結果，2,154 件のレコードが得られ，そのうち 7

件が全文スクリーニング後に包含基準を満たしていた。MMAT を用いた研究の質の評価に基づ

き，2 件は後に除外された。分析対象となった研究は，ランダム化比較試験 1 件，準実験研究 1

件，および質的研究 3 件で構成されていた。バイアスリスクは，ジョアンナ・ブリッグス研究

所のチェックリストを用いて評価された。分析対象となった研究が少なかったことに加え，方

法論的厳密性に関する懸念から，介入効果のエビデンスを確認することはできていない。レビ

ュー対象研究で繰り返し現れたテーマは，欠席に対する懲罰的な教育文化であった。指摘して

いるとおり，検索期間が短く，最終的な文献数が 5 件と少なく，今後の研究にも目を向けてい

きたい(ERIC)。 

  Strömbeck ら(2025)は，オリジナルの SRAS-R のスウェーデン語訳と，SRAS-R の改訂版

(A-SRAS-R)の 8 つの代替項目を作成し，パイロットテストでスウェーデン語版 A-SRAS-R を

テストし，因子構造，内的一貫性，収束妥当性および判別妥当性を評価し，モデルの適合性お

よび内的一貫性を SRAS-R と比較している。参加者は，平均年齢 14.7 歳の 12～16 歳(SD= 0..9)

の生徒 399人とその保護 251人であった。結果として A-SRAS-Rの 4因子解を支持していたが，

4 番目の因子は，因子負荷量および信頼性の点で最適ではなかった。収束妥当性については一

貫したエビデンスが得られた一方で，判別妥当性については一貫性のないエビデンスが得られ

た。結論として，これらの結果は，A-SRAS-R が心理測定学的に健全であり，SRAS-R と比較

して優れていることを裏付けるものであり，第 4 因子については更なる開発が必要であるもの

の，A-SRAS-R はスウェーデンの若者の不登校を理解する上で有用な尺度であると考えられる

としている(PA)。 

  Smout ら(2025)によれば，内在化障害を伴う青年男女の登校拒否に親が対応できるように発

達段階に合わせた介入アプローチが必要であると考えられ，青年男女の登校拒否と内在化障害

に関連する複数の子育て要因に対処するために，コーチが支援するマニュアル化されたオンラ

イン子育てプログラム Partners in Parenting Plus-Education(PiP-Ed+)が，このギャップを埋めるた

めに親，若者，教育分野の専門家と共同でデザインされた。PiP-Ed+の受容性，実現可能性，有



効性の予備的兆候を評価することを目的として研究を行っている。内在化障害を伴う登校拒否

をした 12～18 歳の青年男女のオーストラリア人の親 14 名を参加者として，混合研究デザイン

を用いて，オープンラベルの非対照試験を実施している。結果として，PiP-Ed+は受容性が高く，

実現可能であると考えられ，特にコーチングセッションでは，保護者のニーズレベルに応じて

有益かつ適切であると認識されたが，進捗を持続させるためには長期的な支援が必要であると

考えられた。介入開始時と介入後では，青年期の登校拒否や内向性の問題への対応での保護者

の自己効力感が有意に向上し，青年期の不安や抑うつ状態を軽減するエビデンスに基づく子育

て戦略への適合性も高まった。登校拒否日数と保護者の負担には変化が見られなかった。

PiP-Ed+の有効性をランダム化比較試験で評価することの価値を支持するものではあるが，研究

対象が 14 名であり，研究の限界を考慮して解釈する必要があると考えられる(PA)。 

  Chavda ら(2025)によれば，英国では，多くの子どもたちが定期的には学校に通っていないと

されており，神経発達障害のある子どもや，基礎疾患として精神疾患を抱えている子どもは特

にリスクが高いと考えられている。定期的に学校に通っていない子どもを持つ親自身の精神的

健康と幸福への影響については，これまであまり注目されてきていなかったとしている。英国

で定期的に学校に通っていない子どもを持つ親 11 人を対象に，半構造化面接を用いてテーマ分

析を実施した。その結果，(1)家族関係における重要な変化，(2)大きな代償，という 2 つの上

位テーマが浮かび上がってきた。全体として，親たちは，定期的に学校に通っていない子ども

が，自分たちの健康，幸福，そして日常生活に悪影響を与えていることを明らかにした。多く

の親は，こうした経験から，自分自身の精神的健康のために支援を受ける必要が生じたことを

認めている。これらの結果は，学校，サービス機関，医療従事者にとって，不登校による悪影

響を軽減するために，より個別化された支援を提供できるという現実的な意味合いがある。こ

のことは，子どもたちの全体的な発達と親の幸福のために優先的に取り組むべき課題であると

考えられる。なお，本文献は全文の閲覧が可能である(PA)。 

 Escoffier ら(2025)によれば，登校拒否(SR)は現在，根本的な原因を調査すべき症状とみなさ

れている。同級生との交流の困難，いじめ，不安障害などの併存疾患は，自閉症児・生徒の就

学を妨げる可能性があると考えられる。SR に関する研究の現状と，自閉スペクトラム症(ASD)

との関連性を概観することを目的に研究を行っている。スコーピングレビュー(キーワード「登

校拒否」を 4 つのデータベースで検索)により，27 件の論文を選定している。これらの論文は，

ASD の問題を取り上げているか，SR の根本的な原因を具体的に研究しているものである。自

閉症患者を対象とした論文では，SR が欠席の主な原因であり，通常はいじめが原因であること

が示されている。ある論文では，診断が下される前であっても，SR の状況において，特定と学

校ベースの介入の重要性を強調している。SR に関連する原因に関する論文は，不安障害と抑う

つ障害に焦点を当てている。SR と ASD の関連性を主張する論文はわずか 4 件しかなく，これ

らの論文は，障害の早期発見と SRに対処するための学校教育の適応の重要性を強調している。

SR である子どもでの ASD の特定と診断は，SR の子どもにおける ASD の有病率を明らかにす



るための今後の研究の対象となるべきであると考えている(PA)。 

 Xie ら(2025)によれば，登校拒否行動(SRB)は，世界的にますます重要な問題となっている。

中国では，児童・青年男女のメンタルヘルスが社会的な大きな懸念事項として浮上し，関連す

る政策イニシアチブの策定を促している。中国教育部は，他の 17 の政府機関と協力して，中国

の児童・青年男女のメンタルヘルス問題に対処するための一連の特別行動計画を発表している。

近年では，SRB や学習障害のある児童のための専門クリニックである「登校拒否クリニック」

が，地元メディアで広く注目を集めている。しかし，中国の児童・青年における SRB に関する

研究は，依然として十分に行われていない。SRB が長期化すると，長期的な発達障害や心理的

問題を引き起こす可能性があるため，SRB に関するさらなる研究の必要性は明白であり緊急で

ある。より効果的な政策変更を促進し，研究のギャップに対処し，中国の児童・青年男女での

SRB に対する社会的な認識を高めるための洞察と解説を提供することを目的に研究を行って

いる(PA)。 

 English(2025)によれば，登校拒否，あるいは「学校に行けない」とも呼ばれる問題は，オー

ストラリアをはじめ世界中で深刻化している。学校への不信感や，学校が地域社会のニーズに

応えていないという認識の高まりと時期を同じくしている。学校と地域社会の間の溝を埋める

一つのアプローチとして，家族中心型教育が挙げられる。このアプローチでは，家族を教室に

招き入れ，教師とともに保護者をリーダーとして支援する。ここでは，登校拒否期間を経て行

われたホームスクーリングに関する議会調査への提出資料を検証している。これらの家族は，

子どもたちを支援したいと考えていたものの，学校が受け入れてくれなかったと報告している。

教室で保護者の知識を歓迎し，専門家と協力して子どもたちの学習と学校へ登校を支援する家

族中心型教育が，登校拒否を防ぎ，子どもたちが学校に再び積極的に関わることを促す解決策

となり得ると結論づけている。学校の役割は変化しており，家族中心型教育は，学校が 21 世紀

の保護者のニーズに適応するのに役立つ可能性があると示唆している。不登校の子どもにとっ

て，様々なアプローチがありうることの一つの例として取り上げた(PA)。 

 Ratnamohan ら(2025)によれば，登校拒否は，心理社会的発達を阻害し，成人期への円滑な移

行を危うくする，複雑で対処困難な診断横断的症候群である可能性があり，世界的な若者のメ

ンタルヘルス危機と COVID-19 パンデミックの余波の中で，登校拒否率は急増しているようで，

緊急の対策が求められていると考えられる。取り組むべき 3 つの主要な課題は，(1)分類，研究，

介入計画を支援するために，軽度と重度の登校拒否のより明確な区別が必要であること，(2)

治療格差により，多くの若者がタイムリーかつ適切なケアを受けられていないこと，(3)治療に

反応しない人への介入を導くエビデンスベースがないことであると考えている。それぞれの課

題に対して，(1)概念の明確性を高め，対象を絞った研究を支援するために，臨床段階フレーム

ワークを開発し，(2)治療へのアクセスと参加を改善するためにアウトリーチケアモデルを模索

し，(3)治療に反応しない患者に対するエビデンス基盤を強化するために，集中的な第４段階介

入を評価する堅牢な方法論を考案するという，3 つの潜在的な解決策を取り上げている。点呼



が全員の所在を確認するのと同じように，児童・青年精神保健分野が重篤な登校拒否への対応

に全面的に取り組むよう求めている。臨床現場，教育システム，研究者間の連携を強化するこ

とで，これらの生徒とその家族のニーズによりよく応える，より効果的で統合的かつ拡張可能

な解決策へと進むことができると考えている。具体的な取り組みとしては，今後の継続研究に

目を向けていきたい(PA)。 

 

 4  school refusal に関する文献 

 school refusal をキーワードに持つ文献は 43 件であり，さらに COVID-19 に関連するものは 1

件である。これらのうち，関連の考えられる 11 件について概観することにする。ERIC では 8

件のうち 6 件，APA PsycInfo では，35 件のうち 5 件を取り上げる。国別では，トルコが 3 件，

スペインが 1 件，アメリカ合衆国が 1 件(ERIC と PA 重複)，英国が 1 件，オーストラリアが 1

件，ノルウェーが 1 件，日本が 2 件,イタリアが 1 件，スウェーデンが 1 件(school phobia と重

複，school phobia で)である。 

 María ら(2025)によれば，不登校の複雑な構造と青年男女に与える影響を認識する必要性か

ら，Kearney と Silverman(1990)の機能モデルに基づいて，多面的な性格特性である完璧主義が，

完璧さの追求と過度に高い基準の設定(自己指向的完璧主義-努力，SOP-S)，厳しい自己批判(自

己指向的完璧主義-批判，SOP-C)，外部からのプレッシャーや批判の認識(社会的に規定された

完璧主義，SPP)によって特徴づけられるとした。完璧主義は時には有益なこともあるが，期待

が生徒の能力を超えるとリスクをもたらし，学業の成功と精神的健康の両方に深刻な影響を与

えることがよくあると考えられる。(a)Kearney と Silverman (1990)の機能モデルに従って不登

校プロファイルを検出すること，(b)これらのプロファイル間での完璧主義の違いを分析するこ

とを目的に研究を行っている。この研究には，平均年齢 14.49 歳の 13～16 歳(SD = 1.24)のスペ

インの生徒 1,276 名（55.3%が男子）が参加した。参加者は，改訂版不登校評価尺度(SRAS-R)

および児童/青年の完璧主義尺度(CAPS)を行った。潜在プロファイル分析により，高度混合不

登校，混合不登校，負の強化による不登校，非不登校の 4 つの不登校プロファイルが特定され

た。負の強化(F1,F2)と正の強化(F3)の両方で高得点または非常に高得点を示した混合プロファ

イルは，完璧主義の側面でも平均得点が最も高いことが示された。結果から，青年男女の不登

校問題を軽減するために，不適応的完璧主義に対処する必要性が強調されている。不適応的完

璧主義を登校拒否の予防メカニズムとして早期介入するためのエビデンスに基づく知見を教育

関係者に提供すると考えられる。2024 年の継続研究として取り上げた(ERIC)。 

 Mehtap ら(2025)は，登校拒否行動のため児童青年期精神科外来を受診した幼稚園児および小

学生を対象に，親の精神病理，家族機能，子どもの気質特性，愛着について，アメリカ合衆国

の登校拒否園児・児童 52 名と登校拒否のない子ども 64 名とその親を対象に調査研究を行って

いる。登校拒否評価尺度，システム的家族機能尺度(SFFS)，家族調和尺度(FHS），Kerns 安全

愛着尺度(KSAS），児童用気質尺度(TSC），親用抑うつ・不安・ストレス尺度(DASS)を用い



ている。不登校園児・児童は，不登校のない子どもと比較して，KSAS得点(母親)が低く(p=0.049），

DASS ストレス・不安得点(母親)が高く(それぞれ p=0.014,p=0.020），TSC 反応性・反応性下

位尺度得点が低く(p=0.005），SFFS 家族内支援尺度と SFFS 家族内つながり尺度が低く(それ

ぞれ p =0.002,p <0.001），FHS 合計得点が低かった(p=0.002）。過去数年間に幼稚園・学校への

適応に困難を抱えていた園児・児童は，不登校が 11 倍多いことが示された。SFFS 家族内つな

がり尺度が 1 ポイント上昇するごとに，不登校が 30%減少していた。ここでは，治療に必要な

介入において，児童期・青年期の児童青年だけでなく，家族も対象とする必要があることが示

されている。登校拒否における親の精神病理や家族内での役割，家族の機能，家族の調和とい

った要因を特定することが不可欠である。これらのことから，親は登校拒否の発症と持続の両

方において重要な役割を果たしているため，介入を改善するには，より親に焦点を当てた戦略

や手法を用いることが不可欠であると考えられる(ERIC)。 

  Okajima と Hiruma(2025)によれば，孤独感が長期化すると精神的および身体的健康に悪影響

を及ぼし，孤独感が高い場合でも，孤独感の捉え方(孤独志向性)によって，孤独感の強さ，メ

ンタルヘルス，登校拒否との関連性は異なる可能性がある。孤独志向性テストを開発し，孤独

感の強さと孤独志向性の関係，睡眠障害が孤独感の強さ／孤独志向性，登校拒否感，欠席回数

に及ぼす影響，孤独感の強さの組み合わせと孤独志向性，睡眠障害，登校拒否との関連性を検

証することを目的に研究を行っている。日本の 168 名の高校生を対象とし，本研究で開発され

た孤独志向テストを含む孤独感関連の指標，睡眠関連の指標(不眠症，睡眠負債，クロノタイプ），

登校拒否関連の指標(登校回避感情および欠席感情)を用いている。これらの結果から，登校回

避感情および欠席感情は，様々な睡眠障害(不眠症，睡眠負債，クロノタイプ)と関連している

ことが示された。孤独感を抱える人の 1/4 は孤独感を肯定的に捉えており，孤独感を肯定的に

捉える人は，孤独感を否定的に捉える人よりも睡眠状況が劣っていることはなかった。孤独感

の強度が強い場合でも，睡眠障害などの結果は，個人の孤独感に対する捉え方によって異なる

ことが示されている。日本の高等学校の生徒を対象としているので取り上げた(PA)。 

  Mohammad ら(2025)によれば，感情の認識と表現に困難を伴う失感情症(アレキシサイミア)

は，生徒にとって大きな課題となり，登校拒否行動の予測因子となる不安やストレスの一因と

なる可能性がある。ここでは，アレキシサイミアと登校拒否行動が高校生の学業成績(GPA)に

どのような影響を与えるかを，性別，学校の種類，専攻分野を考慮しながら調査研究している。

スノーボールサンプリング法を用いて，平均年齢 16.41 歳(SD=1.7)の 265 名の英国の生徒がオ

ラインで調査に参加し，Perth アレキシサイミア質問票(PAQ)と登校拒否評価尺度改訂版

(SRAS-R)に回答した。パス分析，擬 Baysian アプローチ，Hayes 媒介分析などの統計解析によ

り，アレキシサイミアと GPA に関連があることが示された。社交的な交流を避ける，具体的な

報酬を求めるなどの不登校行動はこの関係を媒介しなかったが，否定的な感情を避けることに

よる不登校は GPA を正に予測していた。厳格で感情をあまり伴わないカリキュラムで知られる

STEM（科学，技術，工学，数学)分野の生徒は，より高いレベルのアレキシサイミアを示して



いた。対照的に，公立普通高校の生徒は，外的報酬のために学校を休む傾向が強かった。女子

生徒は男子生徒よりもアレキシサイミアのスコアが低く，GPA が高かった。さらに，パス分析

により，ギフテッドスクールでの学習と F2(評価状況からの逃避)が最大の効果サイズを示した

ことが明らかになった。不登校に関する調査結果は，個別対応の重要性を浮き彫りにしていた。

公立普通高校の F4(具体的な報酬の追求)が高いのは，社会経済的な不登校の要因に対抗するた

めに，メンターシップ，ピアサポート，課外活動を必要としていた。感情リテラシーのワーク

ショップをカリキュラムに組み込み，柔軟な出席オプションを提供し，ピアメンタリングや教

師によるチェックインなどの支援環境を育むことで，感情的な孤立や苦痛に対抗し，アレキシ

サイミアの根本原因や登校拒否の引き金となるものを，それが悪化する前に積極的に対処する

ことができると考えられる。なお，本文献は全文の閲覧が可能である(ERIC)。 

  Seçer ら(2025)は，ネットワーク分析を用いて，不登校と，完璧主義，社会的適応機能，自律

性の知覚，マインドフルネス，学校風土などの主要な個人レベルおよび環境レベル要因との相

互作用を検証することを目的として研究を行っている。研究対象は，トルコの女子 374 名，男

子 227 名，計 601 名の高校生であった。データ分析は，第 1 段階として正規化偏相関ネットワ

ークを推定し，不登校と関連変数の構造的関係を調べ，第 2 段階として，Bayesian 有向非巡回

グラフ(DAG)を用いて，これらの変数間の潜在的な因果関係と方向効果を調査している。学校

風土尺度の次元である「学校とのつながり」が，ネットワークの最も中心的なノードであり，

不登校，完璧主義，社会的適応機能，自律性の知覚，マインドフルネス，およびそれらの下位

次元と直接的および間接的な関連を示していることが明らかになった。これらの結果から，学

校とのつながりが不登校行動に影響を与える上で中心的な役割を果たし，教師や仲間との良好

な関係が保護要因として機能する一方で，社会的なつながりが弱い，あるいはいじめなどの否

定的な経験が回避傾向を高めることを示していた。社会的，情緒的，認知的要因の相互作用を

浮き彫りにし，マインドフルネス，適応的な対処戦略，自律性を支援する環境が不登校を軽減

する上で重要であることを確認している(PA)。 

 Rachel ら(2025)によれば，登校率は，特に不登校に影響を受ける子どもや若者の精神的苦痛

と関連している場合，世界中の教育者や研究者にとって依然として懸念事項となっている。オ

ーストラリア政府は，しばしば登校拒否と呼ばれる登校問題に関する研究と行動の強化を求め

ている。「登校拒否」という用語は生徒を病理化するものであって，個人的要因と社会環境的

要因の複雑な相互作用を見落としていると主張している。学校関連のストレス要因による精神

的影響と，子どもや若者が経験する能力の低下をより適切に捉えるために，「学校関連の精神

的ストレスおよび苦痛」と「学校に行けない」という用語の使用を提案している。ここでは，

オーストラリア上院調査委員会への提出資料と既存の文献に基づき，不登校データにおいて神

経多様性，LGBTQI+，先住民の生徒が過剰に代表されていることを強調している。ここでは，

動的な社会生態学的モデルに基づく新しい概念的枠組みを提案し，個人の病理から社会モデル

へと焦点を移し，トラウマ・インフォームドでインクルーシブな教育実践を提唱している



(ERIC)。 

 Snegaroff ら(2025)によれば，多家族療法(Multifamily therapy)は，不安関連障害を含む多くの

心理的障害の管理に効果的であることが示されていると考え，MULTI FAST プログラム(不安

に基づく登校拒否に焦点を当てた多家族療法) に参加した親の経験を探ることを目的に研究を

行っている。2022 年と 2023 年に MULTI FAST グループに参加したすべての家族に研究への参

加を提案し，参加に同意した各親に対して，多家族療法の終了から 6 か月後に半構造化面接を

実施した。面接は，解釈的現象学的分析という質的現象学的方法で分析された。37 人の親のう

ち 31 人(母親 19 人，父親 12 人の 84% が研究への参加に同意した。父親の平均年齢は 51.5

歳(SD=6.45)，母親の平均年齢は 48.7 歳(SD = 4.77)であった。面接の分析から 4 つの主要なテ

ーマが明らかになった。1 つ目は，親が青年期の子どもに対する認識を変え，子どもの苦痛や

ニーズをよりよく理解するようになったこと，2 つ目のテーマは，親が自分自身を新たな視点

で見つめ，異常感や罪悪感が減り，学校との関わりを振り返るようになったこと，3 つ目のテ

ーマは，親が青年期の子どもに苦痛を表現することであり，4 つ目のテーマは，多家族療法後

にコミュニケーションが改善され，家族グループが強くなったことである。この研究に参加し

たすべての親は，多家族療法が自分たちに与えてくれた支援を強調していた。親としての自己

効力感の向上，メンタライゼーションの改善，家族間の相互作用への肯定的な影響，家族内で

の全員の立場の変化などが含まれる。本人を含めた複数の家族による家族療法で，ここでは，

親側の視点から取り上げているが，本人の視点では，どのように捉えられていたかも考察して

おきたい。なお，本文献は全文の閲覧が可能である(PA)。 

  Sahabettin と Yavuz(2025)によれば，トルコの就学前の児童の登校拒否行動について，保護者，

幼稚園教諭，スクールカウンセラーがどのように認識しているかを明らかにすることを目的に

研究を行っている。登校拒否は長年にわたり研究されてきたテーマであるが，就学前教育の文

脈で検討した研究はほとんどないと考え，このギャップを埋めるため，55 名の参加者(保護者

17 名，幼稚園教諭 21 名，スクールカウンセラー17 名)に半構造化面接を実施し，その後，デー

タをテーマ別に分析している。調査結果から，保護者，幼稚園教諭，カウンセラーの行動が，

登校拒否の引き金となり，また継続させる上で中心的な役割を果たしていることが明らかにな

った。保護者の就学準備に関する知識不足，幼稚園教諭の教室での相互作用の促進や発達段階

に応じた活動の実施能力の欠如，スクールカウンセラーの効果的なオリエンテーションプログ

ラムの実施や積極的な相談サービスの提供の失敗が，この問題を悪化させ，これら 3 つのグル

ープ間の積極的な連携の欠如が，状況を悪化させている。この結果に基づき，教育政策の強化

と対応戦略の改善を目的としたいくつかの提言を行っている(ERIC)。 

 Mette I.ら(2025)によれば，注意欠如多動症(ADHD)の子どもは，定型発達の子どもに比べて

欠席率が高く，社会的スキルが低いと考えられ，(1)登校拒否行動(SRB)のどの形態がより一般

的か，(2)ADHD の子どもにおける SRB と社会的スキルの関係を調査することを目的に研究を

行っている。ノルウェーの平均年齢 12.4 歳，10～15 歳の範囲の男子 61.5%の ADHD の子ども



の 96 人の親が，改訂版登校拒否評価尺度と社会的スキル改善システムに回答している。分散分

析，相関分析，重回帰分析を用いて分析している。最も一般的な SRB の形態は，学校での嫌悪

状況の回避と，重要な他者からの注目を求めることであった。さまざまな形態の SRB と，関与，

自閉特性，協力スキル，自己制御との間に有意な相関が認められた。多重回帰分析の結果，社

会的関与の低さは，嫌悪的な状況の回避，社会的状況の回避，重要な他者からの注目を求める

行動により，SRB の増加が有意に予測された。ADHD の子どものソーシャルスキルトレーニン

グにおいて社会的関与を重視することで，SRB を減少させることができる可能性があると考え

られる。比較的少ないノルウェーの研究であるので取り上げた(ERIC)。 

 Sorrenti ら(2025)によれば，学校の雰囲気(SAt)は，生徒の学業成績と精神的健康を形成する

上で重要な役割を果たし，生徒が否定的な SAt を認識すると，学校疎外感(SAl)が生じ，それ

が登校拒否(SR)につながる可能性がある。学校の雰囲気と SR に関するこれまでの研究にもか

かわらず，学校環境の無形的な側面(人間関係の質や公正さの認識)を含む SAt の側面は，まだ

十分に検討されておらず，これらの変数間の SAl の媒介的役割は十分に研究されていないと考

えている。SAl(学習疎外感，教師疎外感，クラスメート疎外感)が，生徒の SAt(教育環境，生

徒と教師の関係，生徒間の関係，帰属意識，対人関係の公正さ)の認識と SR(不安な予感，困難

な移行，対人関係の不快感，登校回避)の関係をどのように媒介するかを検証することを目的に

研究を行っている。イタリアの 14～20 歳の高校生 528 名からデータを収集し，構造式モデリン

グ(SEM)を用いて，SAt 変数，SAl の各次元，SR 間の直接的および間接的な関係を評価してい

る。その結果，対人関係における公正さや帰属意識に対する否定的な認識は，学習レベルの向

上や教師との疎外感と強く関連し，これらは SR，特に不安な予感や困難な移行と結びついてい

ることが示された。この結果は，疎外感を軽減し，生徒の成功を向上させるためには，公平性，

帰属意識，生徒と教師間の支援的な関係を促進することの重要性を強調し，肯定的な学校環境

を育み，無関心や欠席を防ぎ，最終的に学業の成功と生徒の幸福を促進するための包括的な戦

略の必要性を強調している。学校の雰囲気の大切さを取り上げている(PA)。 

 Sasaki ら(2025)によれば，登校拒否の子どもの臨床的特徴は，登校拒否が児童期に始まるか

青年期に始まるかによって異なる可能性があり，登校拒否の精神科外来患者の臨床的特徴の年

齢による変化を明らかにすることを目的に研究を行っている。2016 年 1 月 1 日から 2022 年 12

月 31 日の間に，コウノダイ病院児童青年精神科を受診した 15 歳未満の患者を対象とし，ICD-10

分類の「発達および心理領域」に分類された診断の割合を，登校拒否開始年齢ごとに算出した。

さらに，11～15 歳の青年期に登校拒否を開始した患者の臨床的特徴を，6～10 歳の児童期に開

始した患者の臨床的特徴と比較した。コウノダイ病院で初診を受けた 3,119 人の患者のうち，

1,145 人・36.7%が登校拒否であった。 7 歳児の 75.9%は「発達領域」の診断を受けており，そ

の割合はその後年齢とともに減少した。対照的に，7 歳児の 36.2%は「心理領域」の診断を受

けており，その割合はその後年齢とともに増加した。ロジスティック回帰モデルに基づくと，

心理領域の診断を受け，自殺関連行動のある生徒は，児童期発症と比較して，青年期に不登校



が始まるオッズ比が高かったのに対し，発達領域の障害のある生徒はオッズ比が低かった。こ

れらの結果から，児童期と青年期の登校拒否の違いを理解することで，異なる発達段階に合わ

せた的を絞った治療介入や予防戦略の開発に役立つ可能性があると考えられる。多様な集団を

対象としたさらなる研究や縦断研究によって，理解を深め，因果関係を明確にすることができ

ると考えられ，今後の継続研究にも目を向けていきたい(PA)。 

 

 Ⅲ おわりに 

 2025 年の ERIC および APA PsycInfo（Psychological Abstracts）における不登校に関連すると

考えられる研究では，雑誌の形で出版され，収録された文献として取り上げられているものが

多く見られる。不登校に関連する COVID-19 とそのパンデミックにかかわる文献は 2022 年に急

増し，2022 年・2023 年・2024 年は 112 件であったが，2025 年は 34 件であり，文献数は減少し

ている。 

 不登校に関連する特別支援教育で取り上げられている障害に関わる文献も増加してきている。

不安症，社交恐怖，素行症，ADHD，自閉スペクトラム症などに関する文献が多く見られてい

るが，これらの重複障害，併発疾患についても取り上げられていることも特徴での一つである。

様々な場面での認知行動療法を活用したケースも多く見られる。薬物やタバコの常用等の物質

乱用と不登校の関連を取り上げている文献も見られるが，ここでは基本的に取り上げなかった。

今年度の国別では，総数ではアメリカ合衆国の文献は多いが，EU 圏やアジア・アフリカ，中

南米の国々の文献も多く見られている。貧困や経済的理由で不登校に至るケースも取り上げら

れている。 

 インターネットでの掲載が容易になり，pdf やリンク設定により，全文が閲覧可能の文献も

多い。電子データとして保存をすることが一般的になり，それぞれのキーワードに関わる文献

数が著しく増加してきたが，不登校関連の文献は 2024 年までは 800 件前後で推移してきた。 

 PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (APA PsycInfo)は，2013 年 11 月末に日本国内の個人利用者

へのデータベースサービスが終了し，2013 年 12 月以降は大学などの専門機関施設内での利用

となっていたが，2015 年 7 月以降に学術認証フェデレーション(GakuNin)に参加している鳴門

教育大学を含む多くの大学関係者等は施設外からの EBSCO による学術情報の検索が可能とな

った。2025 年の文献については ERIC データベースと GakuNin・EBSCO 経由 APA PsycInfo デ

ータベースによる作業を行った。 

 2025 年の ERIC では，2026 年 5 月末現在で，school attendance に関する文献が 68 件，school 

dropout に関する文献が 40 件，school phobia に関する文献が 4 件，school refusal に関する文献

が 8 件であった。一方，GakuNin・EBSCO 経由 APA PsycInfo では，school attendance に関する

文献が 118 件，school dropout に関する文献が 93 件，school phobia に関する文献が 29 件，school 

refusal に関する文献は 35 件であった。2025 年の検索文献総数は 395 件であり，このうち 44 件

について取り上げた。2000 年以降の ERIC および GakuNin・EBSCO 経由 APA PsycInfo の検索



文献総数の推移を見てみると，2000 年 354(126,228)件，2001 年 413(122,291)件，2002 年

419(114,305)件，2003 年 361(59,302)件，2004 年 489(100,389)件，2005 年 486(82,404)件，2006

年 569(111,458)件，2007 年 618(136,482)件，2008 年 657(114,543)件，2009 年 727(169,558)件，

2010 年 742(173,569)件，2011 年 755(141,614)件，2012 年 817(168,649)件，2013 年 873(137,736)

件，2014 年 829(80,749)件，2015 年 804(65,739)件，2016 年 832(89,743)件，2017 年 933(118,815)

件，2018年 819(105,714)件，2019年 795(702,93)件，2020年 793(107,686)件，2021年 877(129,748)

件，2022 年 879(105,774)件，2023 年 883(114,739)件，2024 年 1,162(149,1,013)，2025 年

395(120,275)件である（ERIC,GakuNin・EBSCO 経由 APA PsycInfo の文献数）である。 

 基礎研究としての ERIC および PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)の文献を用いた世

界の不登校に関する研究の 1 年毎の概観は，35 年目となる。2002 年まで進めてきた ERIC の年

毎の概観が，検索方法が変更され，一時できなくなっていたが 2012 年より再度過去の文献も含

めて検索ができるようになった。APA PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)についても

2015 年 7 月以降 GakuNin・EBSCO 経由での検索が可能となった。日本における登校に関連す

る問題，不登校に関連する問題は解決してきているとは考えられず，いじめや児童虐待の関係

からも，通常学級に在籍している児童生徒のコミュニケーション能力との関連，更に特別支援

教育との関連もあり，東日本大震災以降の不登校の高止まりが続き，2025 年度も増加しており，

今後も１年毎の概観のアプローチをしていく必要があると考えている。 

 COVID-19 のキーワードのある文献は，2025 年には ERIC では 162 件，APA PsycINFO では

6,708 件(2026.5 末現在)であるが，あわせて不登校研究のキーワードを持つ文献は，ERIC では

school attendance10 件，school dropout5 件 school phobia1 件，school refusal0 件の計 16 件，APA 

PsycINFO では school attendance8 件，school dropout8 件，school phobia1 件，school refusal1 件の

計 18 件で，総数では 34 件であった。COVID-19 パンデミック新型コロナウイルス感染拡大防

止の関連で学校が臨時休業やこれまでの授業形態ができない状態になる日々が続いたこともあ

り，不登校とも関連した今後の研究にも目を向け続けていきたい。 

  生成 AI を活用して最新の知見に基づく情報を提供するしくみも出てきており，短時間で文

献情報を把握することもできるようになってきているが，一方では今後もタイトル・要約から

文献本体を読み込むことも必要であると考えている。 
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